
 

  ○北海道後期高齢者医療広域連合安全衛生管理規程 

 

制  定 平成 19年７月 13日訓令第６号  

最近改正 令和 ２年２月 25日訓令第１号  

 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号。以下「法」という。）に基づき、

職場における職員の安全及び健康の確保並びに快適な職場環境の形成の促進に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この訓令において「職員」とは、北海道後期高齢者医療広域連合職員定数条例（平成１９年

北海道後期高齢者医療広域連合条例第９号）に規定する職員をいう。 

 （事務局長の責務） 

第３条 事務局長は、この訓令に定める事項を適切に実施し、職場における職員の安全及び健康を確

保するとともに、快適な職場環境の形成に努めなければならない。 

 （職員の責務） 

第４条 職員は、常に自己の安全の確保及び健康の保持増進に努めるものとする。 

２ 職員は、事務局長及びこの訓令に基づき置かれる衛生推進者が法令及びこの訓令に基づいて実施

する職員の安全及び健康の確保並びに快適な職場環境の形成のための措置に協力するよう努めなけ

ればならない。 

 （衛生推進者の設置） 

第５条 法第１２条の２の規定に基づき、衛生推進者を置く。 

２ 衛生推進者は、事務局の庶務を所管する次長をもって充てる。 

３ 衛生推進者は、次の業務を行う。 

  (１) 職員の健康障害を防止するための措置に関すること。 

 (２)  職員の衛生のための教育の実施に関すること。 

 (３)  健康診断の実施その他職員の健康の保持増進のための措置に関すること。 

 （定期健康診断の実施） 

第６条 衛生推進者は、職員に対して、定期健康診断を実施する。 

２ 前項の定期健康診断の検査項目、実施方法その他実施に関する具体的な事務処理等については、

衛生推進者が別に定める。 

３ 職員は、第１項の規定により衛生推進者が実施する定期健康診断を受けなければならない。ただ

し、職員が定期健康診断の期日の前６月以内に他の医師による健康診断を受け、その証明書を提出

したとき、又は派遣された職員が派遣元において実施する健康診断を受けるときは、この限りでな

い。 

 （結果の判定等） 

第７条 事務局長は、定期健康診断の結果に基づき、別表に定めるところにより、職員の健康管理区

分を決定し、当該定期健康診断の結果を職員に対して通知するとともに、適切な指示を与えるもの

とする。 

 （事後措置） 

第８条 事務局長は、前条に規定する判定の結果に応じて、別表事後措置の基準の欄に定める基準に

従い、適切な事後措置を講ずるように努めなければならない。 

 （心理的な負担の程度を把握するための検査の実施等） 

第９条 衛生推進者は、法第６６条の１０第１項に規定する心理的な負担の程度を把握するための検

査及び同条第３項に規定する面接指導を実施する。 

２ 前項の心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導に関する具体的な事務処理等につ

いては、衛生推進者が別に定める。 

 （健康情報等の取扱い） 

第１０条 職員の健康情報その他職員の健康管理に関する記録については、これを５年間保存しなけ

ればならない。 



 

 （秘密の保持） 

第１１条 職員の健康管理に関する業務に従事する職員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはな

らない。当該業務に従事しなくなった後も、同様とする。 

 （委任） 

第１２条 この訓令に定めるもののほか、職員の安全及び健康の確保並びに快適な職場環境の形成の

促進に関し必要な事項は、事務局長が定める。 

   附 則 

 この訓令は、平成１９年７月１３日から施行する。 

   附 則（平 20．４．１訓令２） 

 この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平 28．７．25訓令１） 

この訓令は、平成２８年７月２５日から施行する。 

   附 則（令２．２．25訓令１） 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 



 

別表（第７条、第８条関係） 

健 康 管 理 区 分           

区分 就労指導 医療判定 内  容 事後措置の基準 

Ａ１ 

 

要休業 

 

要医療 

 

 勤務を休む必要が

あり、医師による直

接の医療行為を必要

とする。 

 休暇（日単位のものに限る。）又は休

職の方法により、療養のため必要な期間

、勤務させない。医療機関のあっせん等

により適切な治療行為を受けさせるよう

にする。 

Ｂ１ 

 

 

 

 

要軽業 

 

 

 

 

要医療 

 

 

 

 

勤務の軽減を必要

とし、医師による直

接の医療行為を必要

とする。 

 

 職務の変更及び休暇（日単位のものを

除く。以下同じ。）等の方法により勤務

を軽減し、かつ、時間外勤務及び出張を

させない。医療機関のあっせん等により

適切な治療を受けさせるようにする。 

Ｂ２ 

 

 

 

要軽業 

 

 

 

要観察 

 

 

 

 勤務の軽減を必要

とし、治療は必要な

いが、医師による経

過観察を要する。 

 職務の変更及び休暇等の方法により勤

務を軽減し、かつ、時間外勤務及び出張

をさせない。経過観察をするための検査

及び発病・再発防止のため必要な指導等

を行う。 

Ｃ１ 

 

 

 

要注意 

 

 

 

要医療 

 

 

 

 勤務に注意を必要

とし、医師による直

接の医療行為を必要

とする。 

 時間外勤務及び出張を制限する。医療

機関のあっせん等により適切な治療を受

けさせるようにする。 

 

Ｃ２ 

 

 

 

要注意 

 

 

 

要観察 

 

 

 

 勤務に注意を必要

とし、治療は必要な

いが、医師による経

過観察を要する。 

 時間外勤務及び出張を制限する。経過

観察をするための検査及び発病・再発防

止のため必要な指導等を行う。 

 

Ｄ２ 

 

 

 

平 常 

 

 

 

要観察 

 

 

 

平常に勤務してよ

く、治療は必要ない

が、医師による経過

観察を要する。 

 

 

 

 

Ｄ３ 

 

 

 

平 常 

 

 

 

観察不要 

 

 

 

平常に勤務してよ

く、医師による治療

及び経過観察を必要

としない。 

 

 

 

 


